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１．はじめに 

最近の「新」経済成長理論の展開と経済収束に関する活発な実証研究は、長期経済発展に関

する我々の考え方を変えつつある。この分野の実証研究を支えて来たのは、Penn World Table や

Angus Maddison が提供した、購買力平価で換算した各国実質国民所得の長期データであった。 

経済収束の問題を考える上でも、また途上国の今後の開発戦略を考える上でも、第二次大戦後

に奇跡的な経済成長を遂げた日本、韓国、台湾の経験は重要である。この 3 ヶ国については、そ

の経済発展を第二次大戦前の日本の植民地支配期まで含めて分析しようとする研究が近年増え

てきている。特に戦前期日本・朝鮮・台湾の比較研究を飛躍的に発展させた契機となったのは、こ

れらの国について戦前期のＧＤＰを初めとする系列を日本帝国政府の統計等をもとに推計した溝

口・梅村（1988）の仕事である。1 

3 ヶ国に関する溝口・梅村のＧＤＰ推計を、当時の為替レートに基づいて比較すると、1930 年代

において、台湾と朝鮮の一人当たりＧＤＰはそれぞれ日本の約 60％と 40％であった。2 バラッサ・

サムエルソンの定理としてよく知られているように、貿易財については商品裁定により各国間の絶

対価格差は小さいが、商品裁定の働かない非貿易財については賃金の安い低所得国の方が安

い傾向がある（Balassa 1964、Samuelson 1964、Bhagwati 1984）。このため、市場レートを使って各

国名目ＧＤＰを換算して比較すると、低所得国（今の場合は、台湾・朝鮮）の一人当たりＧＤＰを過

小に評価する危険がある。 

3 ヶ国の一人当たりＧＤＰに関する溝口・梅村の推計は、Angus Maddison の国民所得比較統計

にも使われている。上記した絶対価格の違いの問題に対処するため Maddison は、1990 年に関す

る購買力平価で換算した一人当たりＧＤＰ推計値を出発点として、各国の一人当たり実質ＧＤＰ系

列を使って過去に外挿することにより、国際比較可能な所得系列を算出している。驚くべきことに、

                                                        
1 彼らの日本に関する推計の多くは Ohkawa and Shinohara（1979）に依拠している。 
2 3 ヶ国では異なった円通貨が使用されたが、その交換比率はすべて 1 対 1 であった、なお

3ヶ国通貨間では通貨交換に関する厳しい規制は当時存在しなかったから市場レートも 1対
１と見なすことができる。 
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溝口・梅村（1988）および Ohkawa and Shinohara（1979）の系列に基づいて戦前に外挿した

Maddison （1995）の推計では、市場レートを使って換算した場合と比較して台湾と朝鮮の順位が

逆転し、1935 年における台湾と朝鮮の一人当たりＧＤＰは日本の水準のそれぞれ 63%と 70％であ

るとの結果が得られている。 

Maddisonによる過去への長期外挿に基づく比較と、当時の市場レートを使った比較は、どちらが

正しいのであろうか。この問題に答えるため、袁・深尾（2002）は、3 ヶ国の当時の消費者物価統計

等に基づき、約 60 の商品・サービスに関する絶対価格水準と支出ウェイトに関するデータを収集し、

1930 年代の消費者物価水準を直接推計することを試みた。その結果、（１）バラッサ・サムエルソン

の定理が教えるとおり、1934－36 年には、台湾と朝鮮の物価水準は、日本のそれぞれ 84、86%と

日本より低いこと、（２）台湾と朝鮮間で消費者物価水準に大差がないため、当時の購買力平価で

換算した 2 国の一人当たり実質消費水準の違いは、市場レートを使って換算した場合と大差なく、

台湾の方が朝鮮より豊かであったと考えられること、（３）台湾と朝鮮の間で投資財価格、建設労働

者の賃金率、公務員給与等に大きな差がないため、一人当たり実質ＧＤＰについても台湾の方が

朝鮮より高かったと考えられること、等が明らかとなった。 

Maddison による過去への長期外挿に基づく一人当たりＧＤＰの推計と、その背後でインプリシット

に仮定されている 3 ヶ国の長期的な購買力平価水準の動きは、なぜ 1934－36 年の絶対物価水準

を直接推定した袁・深尾（2002）の結果と大きく異なるのだろうか。本論文ではこの問題を詳しく考

えてみたい。結論を先取りすれば、長期外挿を行う Maddison の方法は、各国の交易条件や産業

構造が時間を通じて変化する場合には、大きなバイアスを伴う可能性がある。我々はまた購買力平

価に関する以上の議論を補完するため、1930 年代から 1990 年にかけての 3 ヶ国の経済構造変化

について、歴史的・数量的な分析を行う。 

論文の構成は次の通りである。次節では、外挿法による購買力平価の推計と当時の絶対物価水

準を使った購買力平価の推計はどのような点で異なるかを明らかにする。日本・台湾・朝鮮のように、

交易条件や産業構造が大きく変化した諸国については外挿法による購買力平価の推計は深刻な
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推計バイアスを生み出す可能性があることを示す。第 3 節では、袁・深尾（2002）による購買力平価

推計値の妥当性を検討するため、当時の３ヶ国間の経済統合の程度、３ヶ国間で経済収束は起き

たのか、産業構造はどのように変化したのか、といった問題について歴史的・数量的な分析を行う。

最後に第 4 節では本論文の主な結果をまとめる。 

 

２．購買力平価か長期外挿か 

1934－36 年における民間消費支出に関する購買力平価 

袁・深尾（2002）は、戦後 ICP（国際価格比較）プロジェクトで行われてきた各国絶対価格水準比

較（ICP プロジェクトについて詳しくは Heston and Summers 1993 および Maddison 1995 参照）とほ

ぼ同様の方法で、1934－36 年の日本、台湾、朝鮮について消費財・サービスの絶対価格を比較し

た。まず、この結果を簡単にまとめておこう。 

この 3 ヶ国では、日本政府および植民地政府がほぼ同様の方法で詳細な物価統計を作成した

ため、戦前期の割には比較的信頼できる絶対物価水準を知ることができる。また、家計調査や農

家調査等の統計により、各財・サービスの支出シェアーについても知ることができる。3 袁・深尾は

消費支出シェアーに基づくウェイトを大分類、中分類、細分類の 3 つのレベルで作成した。表 1 は

消費ウェイト（大分類）の推計結果を示している。 

表１を挿入 

また袁・深尾（2002）は、一橋大学経済研究所に残された、朝鮮と台湾の物価指数やＧＤＰ推計

のために溝口・梅村（1988）等の先行研究で収集・整理された研究資料やワークシートを利用して

いる。これらの資料の利用により、袁・深尾（2002）の絶対価格比較は、カバーされた商品の数や範

囲、支出シェアーの根拠等の面で、戦前期アジア諸国に関する過去の同様の研究（例えば van 

Zanden 2002、Bassino and van der Eng 2002、Nagaoka 2000）より、格段に精緻な推計となってい

る。 

                                                        
3 絶対価格および消費ウェイトに関するデータの出所については袁・深尾（2002）参照。 
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袁・深尾はベンチマーク年として 1934 年から 1936 年までの 3 年間の平均値を算出している。こ

の年を選んだのは、第一に、家計調査や農家調査で台湾や朝鮮の項目別消費支出が分かるのは

1930 年代以降であること、第二に、1930 年代以降のうち 30 年代初めは日本による 1931 年の金輸

出再禁止により円が大幅減価した時期であり、一方 1930 年代末以降は日中戦争が始まっており、

30 年代半ば以外は大きな混乱期であること、第三に、台湾と朝鮮の消費者物価指数を推計してい

る溝口（1975）がこの 3 年間をベンチマーク年として選んでおり、この期間については家計調査等

に基づく消費ウェイトの情報が豊富であること、等の理由による。 

3 ヶ国とも多くの消費財について幾つかの都市・地域別に絶対価格を知ることができる。彼らは各

都市・地域の価格水準の平均値を当該国の価格とみなしている。価格データが得られた都市・地

域は以下の通りである。4 

 

日本：東京、大阪、京都、名古屋、横浜および神戸 

朝鮮：京城、木浦、大邱、釜山、平壌、新義州、元山および清津 

台湾：台北、基隆、宜蘭、新竹、台中、彰化、台南、嘉義、高雄、屏東、台東、花蓮港お

よび馬公街 

 

袁・深尾は、3 ヶ国を対称に扱い、日本・朝鮮、日本・台湾、および台湾・台湾間の絶対物価水

準比をそれぞれ推計した。例えば、日本に対する i 国（i＝朝鮮、台湾）の絶対物価水準を算出す

るに当たっては、日本の消費ウェイトを使った価格比5 
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4 袁・深尾の絶対物価水準推計は都市の物価水準のみのデータを使っているため、比較的自

給自足の性格の強い農村経済の比重が高かった朝鮮については、物価水準を特に過大に推

計する危険がある。この問題を確認するには、農村における物価水準を調べる必要がある。 
5 それぞれの集計記号は財 n に関する集計を表す。以下の式でも同様。 
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と、i 国の消費ウェイトを使った価格比 

∑∑
∑

∑
∑ ===

i
ni

n

J
ni

n
i
ni

n

J
n

i
n

i
n

i
n

J
n

i
n

i
ni

p
pqp

p
p

qp
qp
qp

P
ω

1
 

をそれぞれ算出し、この２つの幾何平均（フィッシャー指数）を、日本を基準とした i 国の絶対物価

水準とした。 

Ji PPP ×=  

彼らの推計結果の詳細が補論 A の表 A-1、A-2、A-3 に報告してある。表 A-1 と A-2 によれば、

1934－36 年における朝鮮と台湾の平均消費者物価水準は、日本のそれぞれ 0.86、0.84 倍であっ

た。A-3 に報告してある朝鮮と台湾を直接比較した結果では、朝鮮は台湾の 1.03 倍とされており、3

ヶ国間の比較は互いにほとんど矛盾が無い事が分かる。価格比較の主な結果は表 2 にまとめてあ

る。 

表 2 を挿入 

 

購買力平価か市場為替レートか 

購買力平価を使ってＧＤＰを比較するためには、民間消費だけでなく、資本形成や政府最終消

費支出の絶対価格水準が必要である。しかし、第二次大戦後のＩＣＰプロジェクトのデータに基づき

Kravis（1984、p. 27）が主張しているように、多くの途上国では、民間消費支出の国内総支出に占

めるシェアーが高いため、民間消費に関する購買力平価を国内総支出に関する購買力平価の近

似値として使うことができると考えられる。例えば、1935 年における台湾と朝鮮の民間消費の国内

総支出に対する割合はそれぞれ 64％と 89％であった（溝口・梅村 1988、p. 234、p. 236）。 

さらに、日本の植民地政策の下では、財・資本の比較的活発な移動により、貿易財については

価格を均等化する作用が常に機能していたと考えられる。例えば、機械をはじめとする日本の投資

財は当時の台湾と朝鮮における固定資本形成において重要な役割を果たしていた（山本 2000、

第 6 章）。台湾と朝鮮の植民地政府の高官は日本人によって占められていた。また資本形成や政
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府最終消費支出デフレーターの重要な構成要素である現地の建設労働者や通常の公務員の給

与は、台湾と朝鮮の間で大きな差はなかった。6 以上の事実は、3 ヶ国においては投資や政府消

費支出に関する相対価格も、民間消費支出に関する相対価格と同様の要因によって規定されて

いた可能性が高いことを意味する。 

このような判断に基づき、我々は 3 ヶ国のＧＤＰを袁・深尾の民間消費支出に関する購買力平価

で換算して比較してみた。表３には、その結果と為替レートを使った換算結果が比較してある。先

にも述べたように当時の為替レートは 3 ヶ国間で 1 対１であったため、為替レートを使った比較は名

目値（各国の「円」表示）を直接比較した結果になっている。 

表 3 を挿入 

為替レートを使った換算と比較して、袁・深尾の購買力平価を使った換算では、1935 年における

朝鮮と台湾の一人当たりＧＤＰを日本の一人当たりＧＤＰの 38%と 66%から、44%と 79%にそれぞれ

上昇させる。表 2 から明らかなように、朝鮮と台湾の非貿易財価格が日本のそれの 0.71 倍、0.78

倍と格段に低かったことが、為替レート換算の場合の下方バイアスを生み出している。この事実は、

朝鮮と台湾が当時の日本と比較してより経済発展が遅れていたことと考え合わせると、先に言及し

た経済発展の程度と物価水準の関係に関するバラッサ・サムエルソンの理論と整合的である。 

ここで、戦前に関する袁・深尾による購買力平価の推計結果と戦後のＩＣＰプロジェクトの結果を、

バラッサ・サムエルソン理論の視点から比較してみよう。 

まず、戦後のＩＣＰプロジェクトの結果を用いて、バラッサ・サムエルソンの関係を確認しよう。今、t

年における i 国について、為替レートで米ドル換算した一人当たりＧＤＰとギヤリー・カーミス

（Geary-Khamis）国際価格で米ドル換算した一人当たりＧＤＰの比率を PLi
C(t)であらわす。 

PL C
i (t) = 

)()(
)()(
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tetp
tetp

t i
n
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n
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n

i
ni

∑
∑ξ  

                                                        
6 朝鮮総督府年報、台湾総督府年報、および日本帝国統計年鑑によれば、1934－36 年にお

ける 3 ヶ国の通常の公務員の年平均給与は、それぞれ 378、409、532 円であった。 
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ここで、各変数の意味は以下のとおりである。 

ξi (t) ：t 年における i 国通貨１単位の米ドルで測った価値 

)(tpi
n ：t 年 i 国における n 財（サービスを含む、以下同様）の価格水準、n = 1, 2, … N 

)(tpG
n ：t 年 i 国における n 財のギヤリー・カーミス (GK)国際価格 

)(tei
n ：t 年 i 国における n 財の一人当たり最終需要量 

添え文字 C はｔ年の比較を行うに当たり、同じｔ年の価格（current price）を使っていることを意味す

る。 

PLi
C(t)が高いほど、i 国の絶対物価水準が割高であることを意味する。PLi

C(t)を米国に関する対

応する値 PLUS
C(t)で割った値（つまり米国を以下の比較のベンチマーク国とする）を、Hestons and 

Summers (1993) に従い、i 国の現行価格比較物価水準（current price comparative price level）と

呼び CPLi,US
C(t)であらわそう。つまり CPLi,US

C(t)= PLi
C(t)/ PLUS

C(t)である。7一方、ｔ年のギヤリー・カ

ーミス国際価格で評価したｔ年 i 国の一人当たりＧＤＰの、米国の対応する値に対する比率を

GDPRi,US(t)とあらわす。つまり GDPRi,US(t)=Σpn
G(t)en

i(t)/ Σpn
G(t)en

US(t)である。1975 年のＩＣＰプロジ

ェクトによる 34 ヶ国に関するデータをもとに、8各国の物価の絶対水準 CPLi,US
C(t)が各国の実質的

な豊かさ GDPRi,US(t)にどのように影響されるかを最小二乗法で回帰分析すると次の結果を得た。 

Log (CPL C
USi, ) = 0.06 + 0.43*Log (GDPRi,US) 

     (0.07)  (0.05)        (R2 = 0.7) 

ただしカッコ内は推計値の標準偏差をあらわす。34 ヶ国のデータは Kravis, Heston and Summers 

(1982、p. 12)から得た。分析結果は、予想通り一人当たりＧＤＰが高い国ほど国内価格が高いとい

う有意な関係があることを示している。 

                                                        
7 1934－36 年における日・台・韓の為替レートは 1 対 1 であったから、表 2 の相対価格は

日本をベンチマーク国とした各国の現行価格比較物価水準 CPL を表す。 
8 我々は、１）できるだけ古い時代の物価水準と実質的な豊かさの関係を計測する、２）比

較的多くの国についてデータが入手可能、という二つの理由から 1975 年のデータを使った。 
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袁・深尾（2002）が推定した 1934－36 年における日・台・朝間の絶対価格比と一人当たりＧＤＰの

関係は、上記 1975 年データに基づく関係と整合的か否かを確認するため、Chow 検定を行う。 

1934－36 年に関する 3 ヶ国のデータセットと 1975 年に関する 34 ヶ国のデータセットは 2 つの点

で異なることに注意する必要がある。第一に、1934－36 年のデータは日本をベンチマーク国（標準

化するための分母の値）としているのに対し、1975 年のデータは米国をベンチマーク国にしている。

第二に、1934－36 年のデータでは各国で異なる支出ウェイトを調整するためフィッシャー指数を用

いているのに対し、1975 年のデータではギヤリー・カーミス国際価格に基づく調整が行われている。

9 これらの違いを調整するため、2 つのデータセットの間で定数項は異なると仮定する。具体的に

は、我々は 2 つのデータセットをプールし、以下の式を推計する。 

Log (CPL C
Ki, ) =a+a’*DUMi + (b+b’*DUMi)*Log (GDPRi,K)+u i,K  

ここで、変数 DUMi はサンプルが 1935 年の 3 ヶ国の場合に値 1 をとるダミー変数である。K はベン

チマーク国（米国または日本）をあらわす。 

2 つのデータセットで傾きが同一、つまり b’=0 という帰無仮説のＦ検定のための統計量はＦ（1, 

31）=0.78 で与えられ、p 値は 0.38 である。従って、傾きが同一との帰無仮説は 30％の有意水準で

も棄却できない。戦前期のデータセットのサンプルを増やすために、我々は溝口・梅村（1988）およ

び Ohkawa and Shinohara(1979)の消費者物価指数および一人当たりＧＤＰを使って外挿を行い、

1915、20、25、30 年の 3 ヶ国データを追加した上で、上記と同様の Chow 検定を行うことも試みた。

しかしやはり、傾きが異なるとの帰無仮説は 10％の有意水準でも棄却できなかった（F(1, 39)=2.38、

p=0.13）。 

                                                        
9 今 l 国に関する式 Log (CPLl, US

C) = 0.06 + 0.43*Log (GDPRl,US) + ulの両辺から、日本 J に関する

この式の両辺を差し引くと、式 Log (CPLl, J
C) = - uJ +0.43*Log (GDPRl,J) + ulを得る。従って、ベ

ンチマーク国の変更は、定数項に影響するが、推定式の傾きには影響しない。フィッシャー指数

に基づくアプローチとGeary‐Khamis国際価格に基づくアプローチは確かに異なるが、現行の価格

情報を直接使う点では似ている。より具体的には、我々は日本をベンチマークとした 3 ヶ国国に

ついて )()( tetp l
n

G
n∑ / )()( tetp J

n
G
n∑ を  [ )()( tetp l

n
l
n∑ / )()( tetp J

n
J
n∑ ]/CPL C

Jl , で近似

していることになる。 
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以上の結果から、袁・深尾（2002）が推定した戦前期の 3 ヶ国に関する絶対物価水準と 3 ヶ国の

一人当たりＧＤＰの関係は、戦後のＩＣＰプロジェクトの統計から得られる関係と整合的であると考え

られる。 

我々は、Maddison が導出した長期外挿による日・台・朝戦前期の一人当たり実質ＧＤＰ統計と

溝口・梅村（1988）および Ohkawa and Shinohara(1979)が推計した同時期の一人当たり名目ＧＤＰ

統計を比較することにより、Maddison が暗黙のうちに前提としている 3 ヶ国の絶対物価水準を算出

することができる。こうして得た 1915、20、25、30、35 年の 3 ヶ国データをＩＣＰプロジェクトによる

1975 年の 34 ヶ国データとプールして、傾きが同一との帰無仮説の Chow 検定を行うと、非常に高

い有意水準で仮説は棄却された（F(1, 39)=20、p=0.0001）。Maddison が暗黙裡に前提とした戦前

期3ヶ国の絶対物価水準と一人当たり実質ＧＤＰとの関係は、戦後のＩＣＰプロジェクトの統計から得

られる関係と大きく異なっている。以下では、Maddison の戦前期に関するやや「異常」な結果の持

つ問題点と彼の長期外挿アプローチが生み出す可能性のあるバイアスについて、厳密に分析して

みよう。 

 

購買力平価か 1990 年を起点とする長期外挿か 

Maddison が戦前期の日・台・朝について 1990 年を起点に長期外挿によって求めた一人当たり

実質ＧＤＰの比較とその背後で暗黙裡に前提とした購買力平価は、袁・深尾（2002）が推定した当

時の絶対価格に基づく一人当たり実質ＧＤＰの比較や購買力平価となぜこんなに異なるのだろう

か。本節ではこの乖離の原因について理論的に考えてみよう。 

Maddison が長期外挿を行った際には、朝鮮と台湾の一人当たり実質ＧＤＰに関する溝口・梅村

（1988）の長期系列および日本に関する Ohkawa and Shinohara(1979)の長期系列が使われている。

ところで溝口・梅村（1988）と Ohkawa and Shinohara(1979)は、一人当たり名目ＧＤＰの推計を行っ

ているから、先にも述べたように、Maddison が暗黙のうちに仮定した 3 ヶ国の絶対物価水準を算出

することができる。i 国 t 年について（i=台湾・朝鮮）、日本をベンチマーク国とした Maddison の暗黙
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裡のＧＤＰデフレーターは次式で定義される。 

PL E
i (t,90) = ξi ∑ )()( tetp i

n
i
n ÷ )90()90(

)90()(
)()( i

n
G
ni

n
i
n

i
n

i
n ep

etp
tetp
∑∑

∑  

ただし ξi、pn
i(t)、en

i(t)の意味はこれまでと同じである。括弧内の 90 は、ベンチマークの 1990 年を

表す。また上付き文字 E は現行価格（我々は上付き文字 C で表した）ではなく、外挿による推計値

であることを表す。10 

上式右辺第一項は t 年の i 国一人当たり名目ＧＤＰを市場レートで米国ドルに換算した値である。

第二項以降全体は、Maddison により推計された t 年の i 国一人当たり実質ＧＤＰ（ギヤリー・カーミ

ス国際価格）を表している。後者は 1990 年の Khamis 国際価格で測った当該年における一人当た

りＧＤＰを起点として、一人当たり実質ＧＤＰ成長率の情報を使った外挿によって推計されている。 

上式のようにして外挿によって得られる i 国の絶対物価水準を、ベンチマークとする日本に関す

る同様の値で割った比率を Heston and Summers (1993)に従って外挿価格比較物価水準

（extrapolated price comparative price level）と呼び、CPLi,J
E(t)= PLi

E(t)/ PLJ
E(t)で表そう。表４の左

側には Ohkawa and Shinohara(1979)と溝口・梅村（1988）によって推計された、1911－38 年におけ

る日・台・朝の一人当たり名目ＧＤＰ（単位は各国円）と Maddison による長期外挿に基づく一人当

たり実質ＧＤＰ（単位は 1990 年ギヤリー・カーミス・ドル）がまとめてある。またその右側には、外挿価

格比較物価水準 CPLi,J
E(t)が示してある。 

1934－36 年において台湾と朝鮮の（民間消費支出に関する）絶対物価水準が日本のそれぞれ

84％と 86％であったとする袁・深尾（2002）の推計と大きく異なり、Maddison が暗黙裡に前提として

いる絶対物価比率では、朝鮮は日本の約半分と著しく低いのに対し、台湾では日本とほとんど同じ

                                                        
10 溝口・梅村（1988）は幾つかの異なる年を基準年とするラスパイエス指数型の実質ＧＤ

Ｐをリンクすることによって実質ＧＤＰの長期系列を作成している。例えば t 年から t’年ま

では t 年基準、t’年から 1990 年までは t’年の実質系列がリンクしてある場合には、上式右辺

の )()( tetp i
n

i
n∑ / )90()( i

n
i
n etp∑ は正確には{ )()( tetp i

n
i
n∑  / )'()( tetp i

n
i
n∑ } 

{ )'()'( tetp i
n

i
n∑  / )90()'( i

n
i
n etp∑ }と表現すべきである。 
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または日本よりやや高いとされていることが分かる。 

このように絶対価格に関する認識が異なることに対応して、3 ヶ国の一人当たり実質ＧＤＰの序列

も袁・深尾（単位は 1994－９６年円）と Maddison（単位は 1990 年ギヤリー・カーミス・ドル）では、図 1

に示したように大きく異なる。 

表 4 と図 1 を挿入 

再び Heston and Summers (1993、p. 363)に従って、1990 年を起点とした外挿法による購買力平

価が現行価格に基づく購買力平価から如何に乖離しているかを、比率 CPLi,J
C(t)/ CPLi,J

E(t)で測る

ことにしよう。表 2 と表 4 から分かるように、1935 年の台湾と朝鮮におけるこの値は、それぞれ

0.81(=0.84/1.04)と 1.59(=0.86/0.54)である。 

図 2 は 1935 年の台湾と朝鮮に関するこの乖離度 CPLi,J
C(t)/ CPLi,J

E(t)と、Heston and Summers 

(1993)に報告された戦後のＯＥＣＤ加盟 23 ヶ国に関する乖離度（やはり 1990 年を起点とした外挿

法による購買力平価がＩＣＰプロジェクトによって推計された現行価格に基づく購買力平価から如何

に乖離しているかを表す）を比較している。戦後のＯＥＣＤ加盟 23 ヶ国については、欧州連合（Ｅ

Ｕ）の主要 4 ヶ国の平均値をベンチマークとしている。 

戦前と戦後のデータでは、ベンチマーク国が異なること、外挿期間の長さが大きく異なること、等

のため単純な比較は難しい。しかし図 2 からは、戦後の外挿による乖離率と比較すると、Maddison

の台湾に関するデータは乖離率がそれほど大きくないのに対して、朝鮮については著しく大きな

乖離が生じていることが分かる。 

購買力平価換算した朝鮮の戦前期一人当たりＧＤＰが台湾のそれより高かったとする外挿法によ

る推計結果は、後述するように良く知られた歴史研究や関連する統計に反している。朝鮮に関する

外挿法においてこのように顕著な乖離が生じたのはなぜだろうか。この点を明らかにするために、

どのような場合に外挿法による購買力平価と現行価格に基づく購買力平価の間に乖離が生じるの

かを理論的に考察してみる。 

日本をベンチマークとした i 国の乖離度は以下のように書くことができた。 
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)90,(/)90,(
)(/)(

)90,(
)(

,

,

tPLtPL
tPLtPL

tCPL
tCPL

E
J

E
i

C
J

C
i

E
Ji

C
Ji =  

議論を単純化するため、我々は i 国のみに関する乖離の程度 

Zi(t, 90) = )90,(/)( tPLtPL E
i

C
i  

に集中して考察しよう。これは以下のように書き換えることができる。 

Zi(t, 90) = )90()90(
)90()(

)()( i
n

G
ni

n
i
n

i
n

i
n ep

etp
tetp
∑∑

∑  ÷ )()( tetp i
n

G
n∑  

ここで右辺第一項は 1990 年を基点として Maddison の外挿法を採用した場合の t 年 i 国の一人当

たり実質ＧＤＰを表す。右辺第二項はｔ年のギヤリー・カーミス国際価格をそのまま使った場合の t

年 i 国の一人当たり実質ＧＤＰである。従って、我々は Zi(t, 90)を外挿バイアスと見なすことができ

る。 

Zi(t, 90)は以下のように分解できる。 

Zi(t,90) =
∑
∑

)()(
)()90(

tetp
tep

i
n

G
n

i
n

G
n × 

∑∑
∑∑

)()()90()(
)()90()90()90(

tetpetp
tepep

i
n

i
n

i
n

i
n

i
n

G
n

i
n

G
n   (1) 

（1）式から、外挿バイアスは 2 つの要因に起因して生じることが分かる。 

右辺第一項は、t 年 i 国の一人当たり実質生産をウェイトとして計算したｔ年から 1990 年にかけて

のギヤリー・カーミス国際価格の変化（つまりライスパイエス物価指数）を表す。仮に国際貿易につ

いて開放的な 2 つの小国を想定し、非貿易財については 2 国で需要の構成に大差がないとすると、

2 国のうち交易条件が改善した国ほど（１）式第一項は大きくなる。つまり、一定の条件の下では t 年

から 1990 年にかけて交易条件が改善した国ほど、Maddison の外挿法を採用した場合の t 年の一

人当たり実質ＧＤＰは、ｔ年のギヤリー・カーミス国際価格をそのまま使った場合の一人当たり実質

ＧＤＰよりも過大になる。本論文の補論 B では、交易条件効果と外挿バイアスの関係を厳密に導出

し、図 1 に示したＩＣＰプロジェクトのデータと各国交易条件のデータを使って回帰分析を行い、上

記の理論通りの有意な結果を得ている。 
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（１）式右辺第二項は、t 年から 1990 年に関してのパーシェ数量指数（1990 年ギヤリー・カーミス

国際価格を固定価格として使用）に基づく一人当たり実質ＧＤＰ成長と、ラスパイエス数量指数（t

年国内価格を固定価格として使用）に基づく一人当たり実質ＧＤＰ成長の比率を表している。初期

時点の価格を固定価格とした経済成長率と後年の価格を固定価格とした経済成長率の間の乖離

はガーシェンクロン（Gerschenkron）効果と呼ばれている。11 一般にこの効果は、産業構造が大きく

変化したり、相対価格の大きな変化を経験した経済では大きくなる。他の条件を同じとすれば、価

格が上昇した財の生産を活発に拡大したような国ほど（つまり、財別に見た価格上昇と生産拡大の

間に高い正の相関があるほど）、Maddison の外挿法を採用した場合の t 年の一人当たり実質ＧＤＰ

は、ｔ年のギヤリー・カーミス国際価格をそのまま使った場合の一人当たり実質ＧＤＰよりも過大にな

る。 

なお、（１）式は Maddison の外挿法においてラスパイエス指数型（初期時点の価格体系を使用）

の実質ＧＤＰ系列が使われた場合の外挿バイアスを示している。仮にパーシェ指数型の実質ＧＤＰ

系列が使われた場合には、（1）式右辺第二項の分母は )()90( tep i
n

i
n∑ / )90()90( i

n
i
n ep∑ と表

される。従って、1990 年においてギヤリー・カーミス価格と i 国の国内価格に大差が無ければ、

外挿バイアスのうち第二項は重要でなくなる。Maddison (1995)が使っている溝口・梅村（1988）

の推計は異なった基準年のラスパイエス指数をリンクしているから、厳密には（1）式右辺第二項

の分母はそのようなリンク指数として表現すべきである（脚注 9 参照）。しかし、価格体系や産業構

造の大きな変化が生じている場合には、第二項の外挿バイアスはやはり深刻な問題となりうる。 

我々が分析対象としている戦前期日・台・朝間の物価水準比較における外挿バイアスを理解す

るには、日本と比較して、台湾と朝鮮の交易条件効果およびガーシェンクロン効果がどのように推

移したかを調べればよい。我々は次節で、植民地期および戦後における 3 ヶ国経済について歴史

                                                        
11 ガーシェンクロン効果が同一国における価格体系変化の効果を見ているのに対し、我々の（1）

式右辺第二項では、同一時点におけるギアリー・カーミス国際価格と国内価格間の乖離の影響も

受ける点に注意が必要である。ガーシェンクロン効果について詳しくは、Ames and Carlson (1968)
を参照。 
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的・数量的分析を行い、1930 年代の価格データを直接使った一人当たり実質ＧＤＰ比較と

Maddison による外挿法による比較の間の乖離がなぜ生じたかについて考察する。 

 

３．日本の植民地主義と東アジアの奇跡 

購買力平価の視点から見た日本植民地帝国経済 

日本は1894－95年の日清戦争と1904－05年の日露戦争の勝利により、台湾と朝鮮を植民地化

した。これらの勝利はまた、日本をグローバルな資本市場に結びつける契機となった。清国から得

た膨大な賠償金をもとに日本は 1899 年に金本位制に移行した。日露戦争の勝利以降、日本は台

湾と朝鮮をそれまでの銀を交換の基礎とする経済から金を交換の基礎とする経済へと次第に移行

させた。1910 年代には、この 2 植民地は事実上「日本円本位制」を採用するようになった。2 つの植

民地の中央銀行は、日本円との 1 対 1 の交換を保障したそれぞれの銀行券を発行し、円を事実上

の準備通貨とした。12 

国際通貨制度の統合と並んで、貿易面でも帝国内での統合が推進された。1930 年代には、3 つ

の経済は域外に対して共通関税を設定した自由貿易圏を構成するようになった。13 日本の植民

地政策の下では、台湾と朝鮮は日本の製造業産品と交換に米、砂糖等の農産物や工業原材料を

供給する辺境として位置づけられていたと考えられる。 

Huang and Xu (1997) は、1896 年から 1940 年までの詳細な貿易データをもとに、台湾が以上の

ような発展を続ける帝国経済に次第に組み込まれていく過程を示している。グラビィティ・モデルを

推計したり、産業内貿易指数や主要産品が貿易に占める割合の推移等を検討することにより、彼ら

は以下のことを明らかにしている。第一に 1896 年以降の台湾貿易では、貿易相手国として日本が

支配的になっていく一方で伝統的に重要な貿易相手先だった中国や欧州のシェアーが次第に低

                                                        
12 1930 年代には中国の「満州国」を含めた「円通貨圏」が形成された（山本 2000、pp. 69-72）。 
13 日本と台湾間では 1920 年代から 30 年代にかけてほぼ完全な自由貿易が達成された。し

かし、日本と朝鮮間ではやや遅れ、完全な自由化は 1941 年にやっと達成された。この遅れ

には関税収入が財政赤字に苦しむ朝鮮総督府の重要な収入源であったことが影響している

（山本 2000、pp. 69-72）。 
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下した。第二に台湾の貿易の商品構成は、対中国や対欧州では輸出・入ともに、また対日本でも

輸入については、多様性に富んでいたのに対し、日本への輸出については極めて限られた農産

物が大部分を占めるようになった。 

このような貿易構造は、表 A.1、表 A.2 にまとめた袁・深尾（2002）の台湾・朝鮮と日本の価格比較

でも一部確認することができる。貿易財については、台湾と朝鮮の物価は、基礎的な農産物では

日本と比較して低く（1 未満）、一方工業製品（衣服や加工食品等）については日本より高い。多く

の場合、日本と台湾および日本と朝鮮の間では、各国が相対的に安価な財を輸出する傾向が見ら

れる。14 

日本を中心とする貿易関係の深化により、1935 年には、朝鮮と台湾の輸出プラス輸入の対ＧＤＰ

比はそれぞれ 58％、70％まで高まり、また貿易に占める日本の割合はともに 80％を超えるまでに

上昇した。15 表 2 で見たように、貿易財については 3 ヶ国間で価格水準はかなり近かった。朝鮮と

台湾の貿易財絶対価格は日本のそれぞれ 93％と 88％であった。このような貿易財価格の一致は、

以上見てきた帝国内での緊密な貿易関係によって生み出された可能性がある。 

貿易財価格についてより詳細に見ると、食料品については台湾が 3 ヶ国の中で最も低かったこと

が分かる。従来の研究でも指摘されてきたように、台湾では温暖な気候や比較的低い人口密度、

化学肥料の導入、日本による比較的安定した長期にわたる統治、等により、農業の生産性上昇が

著しかった。また朝鮮が日本に対して貿易赤字を続けたのに対して、台湾は 20 世紀の最初の 30

年間を通じて、貿易黒字をほぼ一貫して記録した。台湾の安価な食料品価格はこのような背景で

説明できよう。 

台湾の貿易財価格を低くしたもう一つの原因として、日本と朝鮮が隣接しているのに対し、台湾

が比較的遠隔地に立地していることが挙げられよう。例えば、1940 年における大阪・神戸から台湾

                                                        
14台湾と朝鮮の貿易データの詳細については溝口（1975、pp. 40-41）参照。なお、台湾と朝

鮮にとって総貿易に占める日本との貿易の割合は極めて高かったが、台湾と朝鮮間の貿易

は比較的少なく、台湾の総貿易の 10％、朝鮮の総貿易の 5％であった（山本 1989、p. 244）。 
15 貿易マトリックスは山本（1989、p. 244）、ＧＤＰデータは溝口・梅村（1988、p. 232 およ

び p. 236）より得た。すべて 1935 年の名目値である。 
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の港までの米の輸送費は主要な韓国の港までの輸送費と比べ 30－50％高かった。16 高い輸送費

と長い輸送期間は、輸出価格と輸入価格を乖離させるだけでなく、価格差が一定値以上になった

際に、貿易によって価格差を縮小させる商品裁定のメカニズムが働く、そういう価格差の臨界値を

拡大する効果を持つ。隣接した日本・朝鮮間の貿易財価格の乖離が、遠隔地にある日本・台湾間

および朝鮮・台湾間の価格の乖離よりも小さいことを検証するため、我々は 2 国間の貿易財相対価

格の変動係数を各 2 国の組み合わせについて算出してみた。その結果は、予想通り、日本・朝鮮

間の変動係数は 0.25 と、日本・台湾間の 0.33 および朝鮮・台湾間の 0.35 よりもかなり低かった。 

非貿易財の相対価格については、貿易財の場合とは逆に、日本・朝鮮間の変動係数の方が日

本・台湾間の変動係数よりも高かった。この結果は、非貿易財の価格差は商品裁定のメカニズムで

はなく、労働コストや生産性に依存するという標準的な理論と整合的である。 

以上の考察をまとめれば、3 つの経済の絶対価格差は、要素賦存、立地、経済発展の程度、帝

国内での経済統合の程度、等を反映しているように思われる。 

 

植民地帝国から経済成長の奇跡へ：1935 年と 1990 年の比較 

1935 年から 1990 年の間に、これら 3 つの経済は、戦争の惨禍、超インフレ、政情不安、領土の

分断等を経験しながら、日本植民地帝国の絶頂から東アジアの奇跡の代表例へと大きく変化した。

3 ヶ国における経済成長の奇跡に見られる共通点の一つは、輸出主導型の成長であろう。1990 年

の台湾と韓国の貿易依存度（財輸出プラス財輸入の対 GDP 比）はそれぞれ 76％、80％と、1935

年と比較してよりいっそう高くなった。17 しかし、輸出財構成の変化は量的な変化以上に大きかっ

                                                        
16 大阪および神戸から台湾の基隆および高雄までの輸送費は米 1 担（約 60Kg）あたり 0.85
円から 0.88円であった。これに対し釜山および金浦までの輸送費は米１石（１石は約 150Kg、
2.5 担に相当）あたり 1.4 円から 1.66 円であったという（岡崎 1942、p. 465 および p. 494）。
なお、我々の価格データは小売価格であり、小売マージンや国内輸送費を含む。表 1 に示

したように、非貿易財・サービス価格は台湾の方が朝鮮より概ね高かったから、これらの

付加的な費用も台湾の方が朝鮮より高かった可能性がある。 
17 ただし日本の場合には、1935 年の 27％から 1990 年の 18%へとむしろ下落している。こ

れらのデータは各国の統計年報から得た。 
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た。1935 年においては、台湾と韓国の財輸出のうちそれぞれ、90％、76％は農産物・一次産品で

あった。1990 年にはこれら 2 ヶ国の輸出の 9 割以上を、電子機器等のハイテク製品から労働集約

的な繊維製品までの広範な工業製品が占めるようになった。日本の場合にはこれほど目覚しくな

いが、1935 年には輸出の 13％を占めた農産物・一次産品は 1990 年には 0.6％へと下落した（溝

口・梅村 1988 の表 61、64、山澤・山本 1979 の表 3、4、および日本統計年鑑）。 

同様に 1990 年には、台湾と朝鮮の貿易相手国は、植民地期と異なり大きな広がりを持つように

なった。19990 年には 3 ヶ国それぞれの輸出の 3 割以上は米国に向けられているが、1935 年には

日本が 17％を米国に輸出していた（主に繊維製品）のを例外として、米国向け輸出は極めて少な

かった。貿易構造の変化の背後では、特に貿易依存度の高い台湾、韓国においては、同様に大

きな国内生産構造の変化が起きた。図 3 は 3 ヶ国の生産構造と米国と比較した一人当たり GDP の

推移が示してある。 

図 3 を挿入 

このような構造変化が長期外挿による一人当たり GDP 推計結果（およびその背後でインプリシッ

トに前提とされる購買力平価）にどのようなバイアスを生じさせるかを正しく評価するためには、我々

は詳細な相対価格の長期統計を必要とし、本論文で答えを出すことは難しい。しかし 3 ヶ国の過去

の統計年鑑から以下のことが指摘できよう。 

台湾と朝鮮で最も急速に発展したのは、電気機械や一般機械等の機械類であった。1960－90

年について商品価格を見ると、おそらくは生産性の上昇を反映して、機械類の価格上昇率は農産

物等と比較して格段に低かった。これは（１）式右辺第 2 項を 1 より小さな値とし（ガーシェンクロン効

果）、これら 2 国の遠い過去の一人当たり GDP に関する Maddison の外挿法による推計値に下方

バイアスを生じさせた可能性がある。特に台湾における電子・情報機器生産の目覚しい発展と、こ

れらの機器の著しい価格下落から考えると、台湾に関する下方バイアスは深刻かもしれない。一方、

台湾と朝鮮の（１）式右辺第 1 項、つまりこれら 2 国の 1935 年における一人当たり実質生産をウェイ

トとしたギヤリー・カーミス国際価格の上昇（つまりライスパイエス物価指数）は、1930 年代には台湾
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や朝鮮が農産物を主に輸出し機械類を輸入していたこと、農産物の国際価格は機械類ほど下落

しなかったこと、から判断すると日本に関する（１）式右辺第 1 項より大きな値かもしれない。これは

上記第 2 項に関する議論とは逆に、台湾と朝鮮の遠い過去の一人当たり GDP に関する Maddison

の外挿法による推計値に上方バイアスを生じさせた可能性がある。 

Maddison の外挿法による一人当たり GDP 推計において、台湾で過小推計、朝鮮で過大推計が

なぜ生じたかについては、データの制約のため、我々は今のところ答えることができない。しかし以

上の数量的・歴史的な考察から、次の点は示すことができたと思われる。1935 年から 1990 年にか

けて生じた国際価格と 3 ヶ国における生産構造の変化から判断して、Maddison の 1990 年国際価

格を基点とする外挿法による長期遡及推計では深刻な指数問題が生じている可能性がある。 

 

経済収束か格差拡大か：1935－1990 年 

1934－36 年の購買力平価に関する我々の推計結果を使って、1935－1990 年における 3 ヶ国の

経済成長と収束の問題について考えてみよう。図 3 が示すように、3 ヶ国の一人当たり GDP の順位

は、大きな経済構造変化を経験したにもかかわらず 1935 年と 1990 年で変らない。台湾と日本間で

は、格差はむしろ拡大した。1935 年の台湾の一人当たり GDP は我々の購買力換算で日本のそれ

の 79％であったが、1990 年にはこれは 55％まで低下した。朝鮮の場合には、1935 年には日本の

44%であったが、1990 年の韓国は 48％と格差がやや縮小した。18 

台湾と日本間での格差拡大については、以下の点に留意する必要がある。第一に 1935 年にお

いて3ヶ国間で経済格差がそれほど大きくなかった原因として、植民地政策による緊密な経済統合

だけでなく、同じく植民地政策の帰結である、民族間の不均一な所得分配問題が寄与していた可

能性がある。西洋人がそのアジア植民地にあまり多数居住しなかったのと異なり、1930 年代の台湾

                                                        
18 植民地朝鮮には、当時比較的先進地域であった北部が含まれていた。従って、領土の変

化まで考慮すれば、1935－1990 年における韓国の日本へのキャッチアップはより一層大規

模だったと考えられる。 
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と朝鮮にはずっと多くの日本人が居住していた。19 台湾や朝鮮において日本人は現地人よりもず

っと高い所得を得ていた。所得格差の原因として、日本人が専門職や管理職により多く就いていた

ことが指摘できるが、同じ職種で比較しても日本人と現地人では大きな所得格差が存在した。 

このことは、我々が購買力平価の算出に利用した台湾の都市家計に関する調査結果からも確認

できる。表 5 に示したように同じ職種で比較しても、台湾人家計の一人当たり所得は在台湾日本人

家計の一人当たり所得の平均 52％に過ぎなかった。在台湾日本人家計の一人当たり所得は、購

買力換算した上で、日本における同一職種の家計の一人当たり所得（1937 年のデータ）と比較し

ても、実に 40％も高かった。 

表５を挿入 

台湾と朝鮮の総人口に占める日本人の割合はそれぞれ 5.1％、2.7％であったが（溝口・梅村 

1988 年、p. 256 の表 23）、木村（1998、pp. 30-31）の推計によれば日本人の所得が 2 国の国民所

得に占めるシェアー（1930－40 年の平均値）は 26％と 22％に達したという（木村 1998、pp. 30-31）。

これらの推計に基づけば、台湾と朝鮮の現地人に限った一人当たり GDP は台湾と朝鮮における

（日本人を含めた）全居住者平均の一人当たり GDP のそれぞれ75%、78%ということになる。この場

合、1935 年における台湾と朝鮮の現地人の一人当たり GDP（購買力換算）は日本の一人当たり

GDP のそれぞれ 59%、34％となり、我々の日本人居住者を含めた場合の先の計算結果、それぞ

れ 79％、44%よりかなり低くなる。この推計結果に基づけば、1935 年から 1990 年の間に、現地人に

限った一人当たり GDP で測ると、台湾では日本との格差がほぼ一定であったのに対し、朝鮮（韓

国）ではかなり急速なキャッチアップが生じたことになる。 

第二に留意すべき点は、我々が日本をベンチマークとしているため台湾と朝鮮の奇跡的な成長

が分かり難くなっていることである。Maddison の推計では米国を基準とすれば、日本の一人当たり

GDP（は 1935 年における米国の 37％から 1990 年には 85%まで上昇した。以上の所得分配問題を

                                                        
19 西洋人と日本人のそれぞれの植民地への居住に関する比較については Maddison (1990、
p. 363)参照。 
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考慮に入れれば、朝鮮（韓国）の米国等他の先進諸国へのキャッチアップは極めて目覚しかったこ

とになる。なお、以上の日本と米国の関係を前提とすれば、１９３５年においては台湾と朝鮮の現地

人の一人当たり GDP は米国の高々22%、13%に過ぎなかったことになる。 

日本の植民地政策の下で緊密な経済統合が進んだものの、日本自体が当時の世界の最先進

諸国と比較して遅れていたことをおそらく反映して、分業と特化の利益はそれほど大きくなかったよ

うに思われる。このため、経済統合に伴う植民地内での所得均等化は、同時に帝国外の富裕国と

の大きな経済格差を伴っていた。しかし 1990 年には、植民地体制の制約から解放されたこれら 3

つの独立国は、世界規模での分業と特化の構造に参加することができるようになった。3 ヶ国を互

いに引き付けていた植民地体制の崩壊は、戦後における 3 ヶ国の世界の最先進諸国へのキャッチ

アップを可能にしたように思われる。 

 

４．おわりに 

我々は本論文で、第二次大戦前の日本、台湾、朝鮮について、各国の国民所得、消費水準等

の名目値を変換し国際比較を可能にする購買力平価について詳細な検討を行った。深刻なバイ

アスが生じる可能性がある従来の長期外挿法による推計や名目市場レートによる換算と比較すると、

当時の消費財・サービス価格を約 60 品目について直接比較し、家計調査等に基づいたウェイトで

加重平均した袁・深尾（2002）の接近法は優れているように思われる。 

袁・深尾（2002）の戦前期購買力平価によれば、名目為替レートによる換算は、バラッサ・サムエ

ルソンの定理が教えるとおり、台湾と朝鮮の一人当たり GDP を日本と比較して過小に評価する問

題を持つことが確認された。また我々の推計によれば、1990 年の購買力平価を起点とした長期外

挿法による推計は、戦前期朝鮮の一人当たり GDP を過大に評価していることも分かった。 

本論文の分析からはまた、長期外挿法によって生じるバイアスが、理論的に見てもまた我々の 3

ヶ国間の実例においても、産業構造変化や交易条件変化といった様々な要因に依存しており、補

正することが困難であるのに対し、名目為替レートによる変換の方がまだしもバイアスは小規模で



 

 21

あり、補正も（一人当たり GDP と物価水準の間の比較的安定した関係を前提とすれば）それほど困

難では無さそうだということが分かった。しかし我々は名目為替レートによる換算や、一人当たり

GDP と物価水準の間の関係式を利用したその機械的な補正（例えば De la Escosura and Prados 

(2000) 参照）を提唱しているわけではない。我々はむしろ、歴史統計を国際比較する場合には、

歴史的な、また各国固有の分析が必要不可欠であることを強調したい。3 ヶ国において名目為替レ

ートによる換算のバイアスが比較的小さかったのは、これら 3 ヶ国が日本植民地帝国のもとで緊密

な経済関係にあったことに起因していると考えられる。また長期外挿法によるバイアスが大きかった

のは、これら 3 ヶ国が 1935 年から 1990 年の間に極めて激しい産業構造や交易条件の変化を経験

したことに起因している可能性が高い。 
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補論 A 1934－36 年における日本・台湾・朝鮮の絶対物価水準：袁・深尾（2002）による推計結果 

表 A-1、A-2、A-3 を挿入 

 

補論 B 交易条件の変化は外挿法による推計にどのようなバイアスを生じさせるか：回帰分析によ

る検証 

我々は本文中の（１）式において、外挿法による購買力平価と現行価格に基づく購買力平価の

間の乖離を交易条件効果とガーシェンクロン効果の 2 つに分解した。この補論では交易条件の変

化がこの乖離に本当に影響するか否かを回帰分析により検証してみる。実証には Heston and 

Summers (1993) のデータを使う。彼らは、1970－90 年間の 5 年毎に、OECD 加盟 23 ヶ国につい

て ICP（国際価格比較）プロジェクトで得られた各年の現行価格に基づく購買力平価と 1990 年の購

買力平価を起点として各国の物価統計をもとに過去に遡及した購買力平価を比較している。 

ガーシェンクロン効果は国内の生産構造が急速に変化しつつある国において重要である。1970

－1990 年において OECD 加盟国は既に十分に工業化され、また比較的互いに似た産業構造を

持っていたと考えられるため、我々は交易条件効果に焦点を絞りガーシェンクロン効果は撹乱項と

して扱うことにする。 

Heston and Summers (1993) の表 3 は以下の値を報告している。 
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ここで下付添え文字 EU は、EU 中心国（英国、西ドイツ、イタリア）の平均値をあらわす。（A１）式両

辺について時間について階差を取り、右辺を整理すると次式を得る。 









−








+
+

)90,(
)90,(

ln
)90,1(

)90,1(
ln

tZ
tZ

tZ
tZ

EU

i

EU

i  

=





















 +
−









 +

∑
∑

∑
∑

)()(
)()1(

ln
)()(

)()1(
ln

tetp
tetp

tetp
tetp

EU
n

G
n

EU
n

G
n

i
n

G
n

i
n

G
n

 



 

 26

+























++

+
−











++

+

∑
∑

∑
∑

)1()1(
)90()1(

ln
)1()1(

)90()1(
ln

tetp
etp

tetp
etp

i
nn

i
nn

i
n

G
n

i
n

G
n

 

-






















−











+

+

∑
∑

∑
∑

)()(
)90()(

ln
)()1(
)90()1(

ln
tetp

etp
tetp

etp
i
nn

i
nn

i
n

G
n

i
n

G
n

 

+























++

+
−











++

+

∑
∑

∑
∑

)1()1(
)90()1(

ln
)1()1(

)90()1(
ln

tetp
etp

tetp
etp

EU
nn

EU
nn

EU
n

G
n

EU
n

G
n

 

-






















−











+

+

∑
∑

∑
∑

)()(
)90()(

ln
)()1(
)90()1(

ln
tetp

etp
tetp

etp
EU
nn

EU
nn

EU
n

G
n

EU
n

G
n

         (A2) 

ここで t は、1970、75、80、85 年をあらわす。右辺第一項は交易条件効果である。第二項以下は、

実質成長率が基準価格の違いによってどのような影響を受けるかをそれぞれ表しており、ガーシェ

ンクロン効果の一種であると言えよう。我々は右辺第 2 項以下を撹乱項として扱う。 

いまｔ年 i 国における財 n に対する一人当たり国内需要と純輸出を、di
n(t)と xi

n(t)で表す。財に関

する需給均衡によって式ei
n(t) = di

n(t) + xi
n(t)が成り立つ。分析を単純にするため、以下の仮定を置

こう。 

i) 各国の財・サービス収支はほぼ均衡しているとする。 

ii) 各国の一人当たり国内需要に占める商品構成は似ているとする。つまり任意の i、j、n につ

いて定数 γi,j が存在して ei
n(t) = γi,jej

n(t) が成り立つ。 

iii) ギヤリー・カーミス価格ベクトルは各国が国際市場で直面している国際価格ベクトルと似て

いるとする。 

以上の仮定の下で、(A2)式右辺第一項は以下のように近似できる。 
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これはさらに次のように単純化できる。 
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ここで mi(t)は i 国の輸出・ＧＤＰ比率と輸入・ＧＤＰ比率の単純平均を表す。以下ではこれを貿易依

存度と呼ぶ。また Ti(t)は t 年における i 国の交易条件（輸出物価・輸入物価比率）を表す。20 

EU 中心国の交易条件効果は、全ての国の(A2)式右辺に同様に影響するので、我々は年次ダミ

ーでこれをコントロールすることにする。 

以上の単純化により我々は次のような推定モデルを得る。 
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ここで DUMτ(t)は年次ダミーを表す。以上の理論式によれば、ｔ年からｔ+1 年にかけて交易条件が

改善した国では、Zi( )つまり（1990 年の購買力平価を起点として物価統計をもとに過去に遡及した

購買力平価）／（現行価格に基づく購買力平価）は t+1 年よりもｔ年においての方が低くなる。またこ

の効果は当該国の貿易依存度が高いほど大きい。従って β は負の値であり、これまでの計算式が

示すように理論的にはマイナス１に等しいはずである。 

Heston and Summers (1993)のデータを使って上式を推計した結果が以下の表にまとめてある。

なお、貿易依存度と交易条件は International Monetary Fund の International Financial Statistics か

ら得た。D8085 と D8590 は年次ダミーを表す。貿易依存度と交易条件変化の交差項の係数 βに関

する推計結果が最も重要である。推定された β はマイナス１より絶対値がやや小さいものの、予想

通り有意なマイナスの値である。この結果は我々の理論分析を支持していると解釈できよう。 

 

表 B-1 を挿入 

                                                        
20 サービス貿易について各国の交易条件を得ることは難しいので、各国のサービス貿易に

関する交易条件効果は同じと仮定し捨象している。 



表 1. 大分類消費ウェイト（1934-36年）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）

都市 農村 平均 都市 農村 平均 都市 農村 平均

食品 35.99 46.57 40.90 45.24 50.49 47.99 51.11 70.70 65.82
光熱水電
費

4.91 4.60 4.80 4.91 6.69 5.84 6.95 10.68 9.75
被服費 11.91 9.30 10.71 9.72 4.27 6.87 7.97 6.88 7.15
住居費 17.05 3.29 10.73 12.75 3.04 7.67 14.13 2.73 5.57
雑費 30.14 36.19 32.92 27.38 35.51 31.63 19.84 9.01 11.71

資料：　台湾、朝鮮の消費ウェイトは　溝口(1975：10)により、農村人口比率は溝口・梅村(1988：235，237，263，
268）による。しその詳細、また日本のウェイトは本文と袁・深尾（2002）を参照。

日本 台湾 朝鮮



範疇別 朝鮮 台湾

全品目 0.86 0.84

貿易財 0.93 0.88

　　　　食品 0.94 0.87

　　　　その他貿易財 0.91 0.89

非貿易財 0.71 0.78

日本-台湾 日本朝鮮
　　　　　　　　　食品 41-48 41-66
　　　　　　　　　その他貿易財 19-19 21-17
　　　　　　　　　非貿易財 40-37 38-17

表2　財・サービス範疇別物価水準比較　(1934-36年、日本
＝1）

注：　１．朝鮮貿易財の内訳は、食料品、石炭、薪、木炭、石
油、打綿、莫大小襯衣、晒木綿、靴下、足袋、靴、雨傘、洋
傘、セメント、錬瓦、茶碗、石鹸、強壮薬、半紙であり、　台湾
貿易財の内訳は、食料品、木炭、薪、コークス、晒木綿、モス
リン、綿ネル、セメント、畳表、煉瓦、杉板、石鹸、半紙、美濃
紙である。
2．なお、各範疇別品目の全品目に占めるシェア(％）は以下



朝鮮 台湾 朝鮮 台湾
1915 0.52 0.78 0.37 0.62
1920 0.46 0.74 0.38 0.64
1925 0.45 0.78 0.34 0.54
1930 0.44 0.83 0.31 0.61
1935 0.44 0.79 0.38 0.66

資料：Ohkawa and Shinohara (1979)、溝口・野島(1996）。
注：1935年は袁・深尾推計の物価水準により計算、１９３５年以前は、１９３５年の結果に基づいて遡及推計したものである。

表3．日本・台湾・朝鮮間の一人当たり実質ＧＤＰ比較　（1934-36年価格、日本＝1）

袁・深尾（2002）の物価水準による計
算

為替レートに基づく換算



表 4　Maddison (1995)の長期外挿推計で暗黙裡に仮定された絶対物価比

Ohkawa
and

Shinohara
名目GDP

Maddison
実質GDP

溝口・梅村
名目GDP

Maddison
実質GDP

溝口・梅村
名目GDP

Maddison
実質GDP

朝鮮/日本

=(3/4)/(1/2)
台湾/日本

=(5/6)/(1/2) 朝鮮 台湾

Cols. 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
1915 96.29 1375.00 35.51 1116.00 59.47 804.00 0.45 1.06 0.81 0.58
1920 276.26 1631.00 103.97 1167.00 175.69 921.00 0.53 1.13 0.72 0.56
1925 288.67 1814.00 96.85 1175.00 156.37 1041.00 0.52 0.94 0.65 0.57
1930 226.39 1780.00 69.39 1173.00 138.57 1112.00 0.47 0.98 0.66 0.62
1935 248.78 2040.00 94.23 1420.00 163.71 1291.00 0.54 1.04 0.70 0.63

(単位：名目値は各国円、実質値は1990年Geary-Khamisドル）

資料：　名目GDPについて、日本はOhkawa and Shinohara (1979)、朝鮮と台湾は溝口・梅村(1988)により、実質GDPはMaddison(1995)による.
Maddisonと同じく、朝鮮と台湾の名目GDPは国内総支出（GDE）と国内純生産の平均を使った。一人当たりGDP値を計算する際には、Maddisonの人
口データを使った。

暗黙裡に仮定された絶対

物価比　CPL i, J
E (t , 90)

一人当たり GDP（GDE） 一人当たりGDP
（Maddison 推計）

(日本＝1）日本 朝鮮 台湾



表5．都市家計における一人当たり所得と名目消費額：1937年、購買力平価等で換算しない原数値
（単位：各国円）

所得 消費支出 所得 消費支出 所得 消費支出

平均 287 246 333 289 172 157
　　賃金収入者 319 276 408 350 223 184
　　労働者 270 229 292 256 145 143

資料：　日本は総理府統計局『家計調査』（1937年九月-1938年8月）により、　台湾は　総督府『家計調
査報告』(1937年11月-1938年10月）による。
注：　賃金収入者の内訳は教師、銀行員と公務員であり、労働者の内訳は工業と運輸業労働者であ
る。平均値は日本の調査サンプルでの職種ウェイトで計算したのもである。詳細は本文と袁・深尾
（2002）を参照。

日本
台湾

日本人 台湾人



図1. 一人当たり実質GDPにおける両推計の比較

資料：　本文を参照、原資料は袁・深尾（2002）。

図2-b　一人当たり実質GDP：
Maddison推計

(1990年Geary-Khamis ドル）
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図2-a　一人当たり実質GDP：
消費者物価推定に基づく

（1934-36年日本価格基準　円）

50

70

90

110

130

150

170

190

210

230

250

270

290

310

1
9
1
1

1
9
1
3

1
9
1
5

1
9
1
7

1
9
1
9

1
9
2
1

1
9
2
3

1
9
2
5

1
9
2
7

1
9
2
9

1
9
3
1

1
9
3
3

1
9
3
5

1
9
3
7

日本

台湾

朝鮮



図2．基準年ＣＰＬＳと推計年ＣＰＬＳとの比較

資料：　本文を参照。
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図3．日本・台湾・朝鮮（韓国）における産業別ＧＤＰシェアと一人当たりＧＤＰ：1935年、1990年
（単位：割合、一人当たりＧＤＰは米国＝１）　

資料：業種別ＧＤＰは 溝口・梅村（1988、table3,5,7)及びＤirk Pilat (1994:279,297)によ
る。１９３５年の一人当たり実質ＧＤＰは本推計結果により、１９９０年の一人当たりＧＤ
ＰはＭａｄｄｉｓｏｎ（１９９５）年による。

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1935 1990 1935 1990 1935 1990 1935 1990

農業 工業 サービス業 一人当たりＧＤＰ(U.S = 1)

日本

台湾

韓国



表Ａ-1　日本と比較した朝鮮の絶対物価水準（1934-36年：日本=1）

大 中 細分類 大 中 細分類 単位 朝鮮 日本 価格比 朝鮮ウェイト 日本ウェイト 平均
全品目 0.855 0.872 0.864

飲食費 41.3 65.8 0.88 1.00 0.94
穀類 39.7 54.0 単位 0.85 0.86 0.86

米 89.1 77.6 1Kg 20.84 23.80 0.88
小麦粉 5.6 20.3 1Kg 18.33 23.00 0.80
大豆 3.1 1.5 1Kg 15.74 22.90 0.69
小豆 2.2 0.6 1Kg 18.01 21.30 0.85

肉類 2.7 7.1 0.79 0.81 0.80
牛肉 63.9 60.2 100g 11.02 12.80 0.86
豚肉 26.8 30.7 100g 9.69 14.00 0.69
鶏肉 9.4 9.1 100g 15.56 20.80 0.75

魚介類 8.3 9.9 1.26 1.30 1.28

生鰤a 34.9 18.9 百匁 27.00 21.50 1.26

生鯖a 34.9 18.9 百匁 16.00 11.30 1.42
鰹節 30.1 62.1 百匁 35.11 28.80 1.22

牛乳および卵 2.5 2.5 1.15 1.14 1.15
牛乳 23.0 16.5 1合 8.00 7.80 1.03
卵 77.0 83.5 1Kg 73.33 62.20 1.18

調味料 8.5 4.5 1.05 1.13 1.09
醤油 40.7 29.9 1立 36.22 26.90 1.35
味噌 25.3 9.1 1Kg 19.56 21.80 0.90
塩 3.5 24.0 1斤 6.00 7.00 0.86
砂糖 30.5 37.0 1Kg 39.44 37.30 1.06

野菜および果物 9.2 13.9 0.91 1.19 1.04

葱a 18.4 7.3 百匁 5.00 3.90 1.28

牛蒡a 18.4 10.6 1Kg 16.00 12.00 1.33
甘藷a 23.7 10.6 1Kg 13.30 8.00 1.66

馬鈴藷a 2.8 10.6 1Kg 10.70 8.00 1.34
その他の野菜干物 18.4 34.8 16.00 22.70 0.70
林檎a 18.4 26.1 1個 4.00 5.00 0.80

加工食品 19.1 1.4 0.95 1.04 0.99
沢庵 50.0 50.0 百匁 9.00 6.70 1.34
奈良漬 50.0 50.0 百匁 21.00 28.70 0.73

アルコール飲料 4.8 1.5 1.10 1.09 1.10
清酒 74.2 96.3 1立 94.47 85.44 1.11
ビール 25.8 3.7 １本 34.70 33.40 1.04

茶と飲料 1.2 0.5 0.94 0.97 0.96
サイダー 50.0 50.0 1本 19.00 17.00 1.12
茶 50.0 50.0 100g 15.22 18.61 0.82

煙草 煙草 3.9 100.0 5.5 100.0 10.00 15.00 0.67 0.67 0.67 0.67

光熱費 4.8 9.8 0.83 0.81 0.82
燃料費 52.4 78.3 0.82 0.75 0.78

石炭 11.8 78.5 10Kg 22.78 27.17 0.84
薪 38.8 14.8 10Kg 16.89 26.56 0.64
木炭 40.8 3.9 10Kg 53.93 80.83 0.67
石油 8.6 2.9 10Kg 36.00 36.91 0.98

電気料金 電気料金 47.6 100.0 21.7 100.0 １ｋｗｈ 14.00 16.00 0.88 0.88 0.88 0.88

被服費 10.6 7.2 0.89 1.00 0.94
布地 33.3 19.7 1.13 1.16 1.14

打綿 50.0 50.0 １KG 100.70 103.30 0.97

晒木綿a 50.0 50.0 一反 82.00 61.00 1.34
加工賃金 33.5 62.7 0.80 0.80 0.80

洋服裁縫 50.0 50.0 日給 1.47 1.79 0.82
靴職 50.0 50.0 日給 1.41 1.80 0.78

身の回り品 33.2 17.7 1.02 1.03 1.03

靴下a 20.0 20.0 １足 22.60 23.00 0.98

莫大小櫬衣a 20.0 20.0 1枚 94.00 88.00 1.07

靴a 20.0 20.0 １足 769.00 804.00 0.96

雨傘a 20.0 20.0 １本 112.00 100.00 1.12

洋傘a 20.0 20.0 １本 178.00 176.00 1.01

住居費 10.2 5.6 0.90 0.85 0.88
賃金 48.6 14.3 0.83 0.84 0.84

大工 33.4 33.4 日給 1.78 1.95 0.91
左官 33.3 33.3 日給 1.97 2.17 0.91
瓦葺工 33.3 33.3 日給 1.73 2.44 0.71

建築材料 48.6 57.2 0.84 0.85 0.85
セメント 50.0 50.0 １００Kg 2.10 2.30 0.91
錬瓦 50.0 50.0 千個 19.00 24.29 0.78

家具什器 2.7 28.5 1.12 1.14 1.13

茶碗a 50.0 50.0 1個 26.00 20.00 1.30
家具工賃金 50.0 50.0 日給 1.73 1.76 0.98

雑費 33.2 11.7 0.72 0.69 0.71
交通通信費 6.2 13.4 0.84 1.58 1.15

汽車代b 79.3 21.3 1キロ 3.28 1.80 1.82
人力車夫賃金 1.3 73.9 日給 1.97 2.67 0.74
葉書 19.4 4.8 1枚 10.00 15.00 0.67

医療美容費 23.2 37.3 0.85 0.89 0.87
医師賃金 28.0 25.6 年俸 544.00 633.00 0.86
強壮薬 28.0 25.6 300錠 150.00 160.00 0.94
理髪師賃金 21.6 26.5 日給 1.31 1.97 0.66
石鹸 22.4 22.2 1個 10.00 9.30 1.08

教育読書 11.3 45.0 0.63 0.82 0.72
教科書・授業料 36.5 81.5 月給 40.67 66.67 0.61
半紙 10.6 11.7 10枚 5.00 7.40 0.68
新聞紙 52.9 6.8 1部 5.00 5.00 1.00

娯楽費 映画観覧b 59.3 100.0 4.3 100.0 一回 15.00 30.00 0.50 0.50 0.50 0.50

朝鮮の絶対価格水準

資料：　物価と消費ウェイトについて本文を参照、数量単位の統一は、小野(１９２７）を利用した。

注：　a　1936年地域平均消費者価格、　ｂ　1936年東京と京城消費者価格、その他は1934-36年期間、地域平均消費者価格である.

品　　　　目
日本ウェイト 朝鮮ウェイト 価 　　格 (特記しない場合は各国共通銭）



表Ａ-2．　日本と比較した台湾の絶対物価水準（1934-36年：日本=1）

大 中 細分類 大 中 細分類 単位 台湾 日本 価格比 台湾ウェイト 日本ウェイト 平均
全品目 0.79 0.89 0.84

食料費 41.3 48.0 0.82 0.92 0.87
米小麦 33.2 39.0 0.90 0.91 0.91

米 93.3 96.7 1Kg 21.20 23.80 0.89
小麦粉 6.7 3.3 1Kg 25.50 21.00 1.21

魚介類 8.3 11.9 0.72 0.74 0.73

鯖
ｃ

33.3 33.3 100Kg 11.30 16.35 0.69

鮪
ｃ

33.3 33.3 100Kg 31.00 50.27 0.62
鰹節 33.4 33.4 100g 26.45 28.78 0.92

肉類 2.7 17.0 0.59 0.70 0.65
豚肉 26.8 79.3 100g 7.61 14.00 0.54
牛肉 63.9 4.2 100g 9.24 12.83 0.72
鶏肉 9.4 16.5 100g 20.93 20.78 1.01

乳卵類 2.0 2.8 1.16 1.17 1.17
鶏卵 82.9 82.9 １Kg 75.72 62.20 1.22
鴨卵 17.1 17.1 １ｋｇ 59.40 62.20 0.95

牛乳類 0.6 0.7 1.27 1.27 1.27
牛乳 100.0 100.0 １合 9.90 7.80 1.27

蔬菜豆類 11.0 9.7 1.02 0.93 0.97
大豆 11.2 23.9 1Kg 21.13 22.30 0.95
馬鈴藷 2.3 4.4 1Kg 14.31 6.83 2.09

大根
d

28.8 23.9 100Kg(円） 2.30 3.01 0.76

牛蒡
d

28.8 23.9 100Kg(円） 3.80 7.60 0.50

葱
d

28.8 23.9 100Kg(円） 6.00 6.43 0.93
甘藷 19.9 13.0 1Kg 5.10 7.30 0.70

調味料 8.5 8.8 0.90 0.94 0.92
砂糖 12.2 14.5 1Kg 36.90 37.35 0.99
味噌 18.8 11.5 1Kg 16.27 21.78 0.75
醤油 28.7 33.7 1立 36.30 26.94 1.35
落花生油 40.4 40.4 1Kg 44.72 62.42 0.72

加工食品（乾物、豆腐、煮物、漬物） 23.8 6.1 0.77 0.90 0.83
塩乾魚 33.3 33.3 1Kg 27.06 53.67 0.50
二番鰑 33.3 33.3 1Kg 95.31 113.11 0.84
沢庵 33.4 33.4 百匁 9.11 6.70 1.36

飲料 1.2 0.9 0.98 0.98 0.98
茶 100.0 100.0 100g 18.15 18.61 0.98

酒類 8.7 3.2 1.16 1.16 1.16
清酒 74.2 77.7 1升 189.00 155.35 1.22
ビール 25.8 22.3 1本633cc) 33.00 33.40 0.99

光熱費 4.8 5.8 0.77 0.82 0.79
電力費 47.6 24.7 0.94 0.94 0.94

電気料金 100.0 100.0 1KWH 15.00 16.00 0.94
燃料 52.4 75.3 0.73 0.71 0.72

木炭 42.3 20.9 １０ｋｇ 42.04 80.83 0.52
薪 44.6 44.3 １０ｋｇ 23.43 26.56 0.88
コークス 12.9 34.8 １０ｋｇ 25.30 34.30 0.74

被服費 10.6 6.9 0.88 1.01 0.94
衣類 66.5 56.9 1.11 1.15 1.13

木綿 33.4 33.4 1反 83.00 62.00 1.34
モスリン 33.3 33.3 1米 61.60 70.70 0.87
綿ネル 33.3 33.3 1米 27.80 22.30 1.25

加工賃金 33.5 43.1 0.70 0.71 0.70
洋服裁縫師賃金 33.3 33.3 日給 1.31 1.79 0.73
靴工賃金 33.3 33.3 1.03 1.80 0.57
本島服裁縫師賃金 33.4 33.4 日給 1.00 1.20 0.83

住居費 10.2 7.7 0.72 0.75 0.73
建設賃金 48.6 28.6 0.77 0.78 0.77

大工賃金 33.3 33.3 日給 1.78 1.95 0.91
煉瓦積工賃金 33.4 33.4 日給 1.72 2.38 0.72
瓦葺工賃金 33.3 33.3 日給 1.72 2.44 0.70

建築材料 48.6 58.1 0.68 0.71 0.70

セメント
ｃ

13.5 13.5 1樽(円） 4.81 4.15 1.16

畳表
ｃ

13.5 13.5 10枚 732.00 977.00 0.75

煉瓦
ｃ

13.5 13.5 1千個 15.16 23.66 0.64

杉板
ｃ

59.7 59.7 1坪 1.40 2.26 0.62
什器 2.7 13.3 1.80 2.50 0.79 0.79 0.79

家具工賃金 100.0 100.0 1.39 1.76 0.79

雑費 33.2 31.6 0.76 0.87 0.81
交通・通信 6.2 12.7 0.52 0.82 0.65

汽車代
b

39.7 23.9 1キロ 1.33 1.58 0.84
駅員月給 39.7 23.9 円 43.02 60.25 0.71
車夫賃金 1.3 47.7 日給(円） 1.01 2.67 0.38
葉書代 19.4 4.6 1枚 1.50 1.50 1.00

保健・衛生 23.2 47.9 0.79 0.83 0.81
石鹸 22.4 19.0 1個 10.00 9.30 1.08
入浴料 10.8 9.5 一回 3.00 5.00 0.60
理髪師賃金 10.8 9.5 日給（円) 0.93 1.97 0.47
医師賃金 56.0 62.0 年俸 536.70 633.00 0.85

文房用具 0.6 4.0 1.00 1.00 1.00
半紙 50.0 50.0 20枚(1帖） 7.43 7.40 1.00
美濃紙 50.0 50.0 50枚(1帖) 41.27 41.50 0.99

教育 10.7 19.7 0.81 0.81 0.81
教員俸給 100.0 100.0 教員俸給 53.54 65.91 0.81

教養娯楽 59.3 15.7 0.89 0.90 0.89
新聞 50.0 50.0 一部 5.00 5.00 1.00
雑誌 50.0 50.0 1冊 40.00 50.00 0.80

台湾の絶対価格水準

資料：　表Ａ-１と同じ．

注:　bは1936年東京と台北の消費者価格、cは1934-36年期間、地域平均卸売価格、dは1936年東京及び台北卸売価格、その他は1934-36年期間、地域平均消費者価格で

品　　　　目
日本ウェイト 台湾ウェイト 価　　　格　(特記しない場合は各国共通銭）



表Ａ-3．　台湾と比較した朝鮮の絶対物価水準（1934-36年：台湾＝１）

大 中 細分類 大 中 細分類 単位 朝鮮 台湾 価格比 朝鮮ウェイト 台湾ウェイト フィシャー

全品目 0.98 1.09 1.03

飲食費 48.0 65.8 0.98 1.07 1.02
米小麦 39.0 52.9 0.90 0.97 0.94

米 96.7 79.2 1Kg 20.84 21.20 0.98
小麦粉 3.3 20.8 百匁 18.50 26.70 0.69

魚介類 14.9 9.9 1.33 1.33 1.33
鰹節 100.0 100.0 100g 35.11 26.45 1.33

肉類 17.0 7.1 1.15 1.18 1.17
牛肉 4.2 60.2 100g 11.02 9.24 1.19
豚肉 79.3 30.7 100g 9.69 7.61 1.27
鶏肉 16.5 9.1 100g 15.56 20.93 0.74

乳卵類 3.5 2.5 1.03 1.03 1.03
牛乳 20.4 16.5 1合 8.00 9.90 0.81
鶏卵 79.6 83.5 1Kg 73.33 67.50 1.09

調味料 8.8 4.5 1.05 1.05 1.05
醤油 56.6 39.3 1立 36.22 36.60 0.99
味噌 19.2 12.0 1Kg 19.56 16.27 1.20
砂糖 24.2 48.7 1Kg 39.44 36.90 1.07

蔬菜豆類 9.5 15.0 1.15 1.04 1.09
大豆 43.6 9.7 1Kg 15.74 21.13 0.75

甘藷a 30.8 12.9 百匁 5.00 2.01 2.49

馬鈴藷a 10.3 12.9 百匁 4.00 6.12 0.65

たまねぎa 15.4 42.6 百匁 7.00 8.10 0.86
加工食品 3.0 1.4 0.99 0.99 0.99

沢庵漬 100.0 100.0 百匁 9.00 9.11 0.99
酒類 3.2 1.5 0.86 0.90 0.88

清酒 77.7 96.3 1升 162.00 189.00 0.86
ビール 22.3 3.7 １本 34.70 33.00 1.05

飲料 0.9 6.0 0.84 0.84 0.84
茶 100.0 100.0 100g 15.22 18.15 0.84

光熱費 5.8 9.8 0.89 0.91 0.90
電力費 24.7 21.7 0.93 0.93 0.93

電気料金 100.0 100.0 １KWH 14.00 15.00 0.93
燃料 75.3 78.3 0.88 0.90 0.89

石炭 34.8 80.8 １０Kg 22.78 25.30 0.90
木炭 20.9 4.0 １０Kg 53.93 42.04 1.28
薪 44.3 15.2 １０Kg 16.89 23.43 0.72

被服費 6.9 7.2 1.23 1.29 1.26
衣類 56.9 37.4 1.25 1.34 1.29

晒木綿 50.0 50.0 1反 82.00 83.00 0.99
綿ネル 50.0 50.0 1尺 17.00 10.10 1.68

加工賃金 43.1 62.7 1.21 1.23 1.22
洋服裁縫師賃金 50.0 50.0 日給(円） 1.43 1.31 1.09
靴職賃金 50.0 50.0 日給(円） 1.41 1.03 1.37

住居費 7.7 5.6 1.01 1.03 1.02
建設賃金 28.6 14.3 1.00 1.00 1.00

大工賃金 50.0 50.0 日給(円） 1.78 1.78 1.00
瓦葺工賃金 50.0 50.0 日給(円） 1.73 1.72 1.01

建築材料 58.1 57.2 0.93 1.00 0.96

セメントd 50.0 50.0 １００Kg（円） 2.10 2.83 0.74

煉瓦d 50.0 50.0 千個（円） 19.00 15.16 1.25
什器 13.3 28.5 1.24 1.24 1.24

家具工賃金 100.0 100.0 日給(円） 1.73 1.39 1.24

雑費 31.6 11.7 0.93 1.12 1.02
交通・通信 12.7 13.4 1.86 2.14 1.99

汽車代b 47.7 21.3 1キロ 3.28 1.33 2.47
車夫賃金 47.7 73.9 日給(円） 1.97 1.01 1.95
葉書代 4.6 4.8 1枚 10.00 15.00 0.67

保健・衛生 47.9 37.3 1.09 1.09 1.09
石鹸 19.0 22.2 1個 10.00 10.00 1.00
理髪師賃金 19.0 26.5 日給 131.00 93.00 1.41
医師賃金 62.0 51.3 年俸（円） 544.00 536.70 1.01

文房用具 23.8 41.9 0.72 0.72 0.72
教科書代 83.1 87.4 月給(円） 40.67 55.88 0.73
半紙 16.9 12.6 1帖 5.00 7.43 0.67

教養娯楽 15.7 7.4 1.00 1.00 1.00
新聞 100.0 100.0 一部 5.00 5.00 1.00

資料：表Ａ-1、Ａ-2と同じ.
注：上付き文字は、表Ａ-1,　表Ａ-2の注を参照.

朝鮮の絶対物価水準（台湾＝１）
品目

台湾ウェイト 朝鮮ウェイト 価　　　格　(特記しない場合は各国共通銭）



表A4 乖離率の決定要因に関する回帰結果
係数推計値 標準偏差 t 値

α -0.0147 0.019 -0.763
β -0.651 0.156 -4.167

D8085 3.46E-05 0.025 0.001
D8590 0.0943 0.025 3.751

資料：Heston and Summers (1993)により、筆者計算。


